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（北海学園大学）

　本稿で は，ドイツ の 原子力 政 治過程の 諸段階 を冉構成 し，運 動 の 挑戦 と脱原子力 政 策 と を結ぶ

政治過程 の 軌跡 と力学 を検討する 。主 な 分析枠組み と な る の は，特定政 策領域 を長期的な 時間枠

で 包括的 に 再 構成 し，そ こ で の 政 策転換の 契機を捉えるの に 有効 な，ア ドヴ ォ カ シ
ー

連合論 で あ

る 。 結論 と して，ドイ ツ で は 1975年の ヴ ィ
ー

ル 原発予定地 占拠 を機 に 反原発 の 社会的連 合の 全 国

的 形 成 が 始 まっ た 。そ の 過 程 で 開 放的 な 政 治制度 の 効果 が 表面化 し
，

また 当時 の 連邦 政 府与党 ，

社 会民 主党 （SPD ） の
一

部が 原 子 力批判派 に 加 わ り，原 発発注を凍結 に 導い た。しか し第二 次 石

油危機後，原子力推進派 は巻 き返 しに 転 じ，一
時的 な原発認 可再開に 成功 した 。

こ れ に 対 し，脱

原 亅
勹

力の 連 合 は 対案形成活動，緑の 党の 結成，さ ら に 緑 の 党 とSPD の 連合政 治 を通 じ て k・1抗力 を

養 っ た 。 加 え て，活発 な抗議運 動 の 存在や，原 発 事故の よ う な促進 的事件 の 頻発 に よ り，保 守政

権 下 で も原子力推進政策は むしろ 緩 1曼な縮小過程 をた ど っ た と言える 。

キーワード ：反 原発運 動 ， 原子 力 政策 ， 政 治過程論 ， ア ドヴ ォ カ シー
連合 ， 紛争管理

1．は じめ に

　 ドイ ツ で は 1998年 10月に 誕 生 した社会民主党 （SPD ）と90年同盟 ・緑 の 党 （以下 ，緑 の 党 と

表記）の連合政権が
， 連立協定に従 い ，電 力業界 と脱原発の 条件をめ ぐっ て交渉を行 い ，2000

年 6月に基本合意に 達 した 。 そ の 要点は
， 既 存の 20基 の 原 f 炉を一基

亀
ド均32年の 運転期間 で段

階的に廃止 し，また使用済核燃料 の 英仏 へ の 再処理委託 を2005年 6E 末 日まで に 止 め
， 以後は

直接最終処分 に限定する こ と に ある 。
こ の 合意内容 は，連立与党間の 力関係 を反映 して ，緑 の

党 ， 従 っ て速やか な脱原子力 を求め る社会的勢力に と っ て
， 不満が残 る もの となっ た 。 また合

意の実効性 につ い て も，フ ラ ン ス やチ ェ コ の 原発 か らの 電力輸 入に対 して有効 な歯止 めが な い

こ とや，将来の 政権交代に よ る政策転換の可能性を根拠に
， 否定的な評価が少 な くな い 。 しか

し電力会社 にと っ て ，既存原 発 の 耐用 年数 まで の 運転 継続 と，契約破棄に伴う英仏 へ の 損害賠

償な き再処理委託終 rと い う内容は，経済的合理性が あ り，政権交代があ っ て も根本的な政策

転換が起 きる 可能性 は高 くな い
。 EU の 推進力で ある 経済大国 ドイ ツ が脱原子力へ と踏み 出 し

た こ との 世界史的意義は過小 評価 され るべ きで は ない 。

　こ うし た ド イ ツ の脱原子力政 策に は 日本で も注目が 集ま っ て い る が
， そ こ に 至 る まで の 政治

過程 を記 した文献は 運 動関係者 に よ る若干 の 記述 （田代，1987：澤井，1998 ；広 瀬，1999）に

隈られ て い る 。 対照的に欧米で は反原発運動が 「新 しい 社会運動」の 典型像 と見なしうるが ゆ

えに ， 特に ドイ ツ につ い て は 膨 大 な社会科学的研究 の 蓄積が ある
ω

。 そ うした 中，筆者はか
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ね て か ら1969年 か ら1982年ま で の 旧西 ドイ ツ に おけ るSPD と自由民主党 （FDP ） との 連合 政権

期 を中心 に ，反原発運動の 経過を政治史の 観点か ら記 して きた （特に 本田 ，2001 ）。 本稿で は

時間枠を現在 まで 拡大 して ，ドイ ツ の 原子 力政治過程 の 軌跡 と力学を再構成 して み た い v

2．分析枠組み

2．1．政治的機会構造

　 まず本稿 の 分析枠組み を明 らかに した い
。 社 会 運動 の 関与す る政 治過程 の 研究 にお い て は

，

特 に 「政治的機会構造」 （political　opportunity 　structure ．　POS ）とい う概念が発展 して きた 。
こ の

概念は 「資源動員論」の 中か ら生 まれ，運動の 「外部資源」 として の 政治 シ ス テ ム の 開放性 な

い し開放化が運動 の 発展 を促す とい う議論 の 中か ら出発 した 。 1980年代後半に入 る と西欧 の 政

治学者が
， 反原発運動に代表 され る 「新 しい 社会運動」の 国際比較研究の 分析枠組 と して ，こ

の 概念 を応用す る ようになる。そ の 先駆 と して キ ッ チ ェ ル ト （KitscheLt，1986）は ，米仏独 ス ウ

ェ
ー

デ ン 四 力国の 反原発運動の戦略や 政策帰結の相違を比 較 し，国家の 政 治体制構造の 差 異 で

説 明 し よ うと し た 。 以後，POS 概念 をめ ぐる議論が 欧米両 大陸 の 社会運動研 究者間 で 活発化 し，

POS は 比 較政治学 の 標準的な分析枠組 に変容 して きた 。

　た だ彼の モ デ ル 自体は実証分析 に 基 づ き，批判 を受けて い る 。 む しろ
一

国の 主 要な政治体制

を一括 し て 開放的 ・閉鎖 的 と 決 め る の で は な く，異な る ア リ
ー

ナ （相 斤行為の 場 ）が 区別 し て

論 じられ て きて い る 。 「ア リ
ー

ナは，紛争の両当事者が
一

つ の 争点 をめ ぐっ て 遭 遇す る，制度

化 された舞台や組織化 され た文脈 をさす 。 ア リ
ー

ナ は ， 審議や決定の 行われ る臨時もし くは標

準的 な場 で あるが ，囗∫決 され た決定の執行 の 場 も含む」 （Flam、1994 ：19）。 本稿で も，い か な

る制度的特質を持 つ ア リ
ー

ナが利用され，政治過程 に影響 を与 えた の か に 注 FIする 。

2．2、ア ク タ
ー連合 と促進的事件

　キ ッ チ ェ ル トに対 して は
， 公式 に制度化 された固定的な構造に視点を限定 して い る ため，運

動 をめ ぐる 政治過 程の 動態が把握 で きな い とい う，よ り根本的 な批判が ある。こ れ に 対 し タ ロ

ウ （Tarrow ，1994 ） はPOS の概念構成 に［祭 して ，政 治 シ ス テ ム の 制度的開放性の ほ か，政権構

成 の 変 化や
， 運 動 に 対 する 体制内の 有力 な 共 闘者 （野党や 労組な ど）の 存在 ， 統治エ リ

ー
ト

（政 府，与党 ，省庁な ど の 内部及び 相互 ）間 に 生 じる 亀裂 を特 に重視 して い る 。 こ うし た 可変

的なPOS は運動の成長衰退の 波，すなわ ち 「抗議サ イク ル 」の 展開 を助長すると され るが ，そ

の 枠内で運 動自身の 能動的要素も政治的機会を創 り出す こ とが ある 。 なか で も時代や国境 ， 異

な る運動間の 垣根 を越 え て 伝播 した戦術 は，各国の 政治構造や時代状況 とかみ 合えば運動の 拡

大 に重要 な役割 を果 たすで あろ う。 こ うした議論 は 西欧四 力 国 の新 し い 社会運動 に関する 体系

的比較を行 っ た ク リ
ー

ジ ら 〔Kriesi・et・al．，1995）に も引 き継 がれ て い る 。

　 しか し抗議サ イ ク ル論 は，共闘者の登場 な ど政 治的機会構造 の 開放化が 運動 の 動 員の 量 的拡

大や戦術 の 伝播 ・急進化 を促す過程を論 じ る に とどま っ て お り，運動の挑戦か ら政府政策 の 維

持 ・修正 ・転換 に 至 る政 治過程 の 力学 を解明す るため の 枠組み に は な っ て は い ない 。フ ラ ム
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〔Fl  ，1994）に よると，西欧八 力国で 反原発運動が登場 して きた ときの 国家に よる初動の 政策

的対応 こ そ ，政治的機会構造 の 開放性 ・閉鎖性で か な りの 程度説明で きる が
， それ以後 の 政治

過程 に お い て は ス ウ ェ
ー

デ ン の ような開放的な政治構造の 国で も政策的譲歩が なか っ た こ と に

か ん が み ，POS 論 だ け で は 不十分 で あ る と指摘 して い る 。

　もち ろ ん政府政 策の 変更は，直接 に は経済的事情に促 され て 起 きる こ と が 多い か もしれな い 。

他方で 政策の基本路線の代替的選択肢を担 う主体の 形成が なけれ ば
， 政策変更が起 きる とも考

えに くい 。 だ とする と経済的事情 な どの 媒介要因 は ある に せ よ
， 運動に よ る どの よ うな挑戦が

国か ら政策転換そ の 他の対応 を引 き出すの かが 問われるべ きであろ う。 そ うす る と抗議サ イク

ル 論の 説明の ベ ク トル とは 逆に
， 運動に よ る有効 な挑戦が ア ク ターの 配置 を流動化 させ

， それ

が政策的対応 を含めた国家 の 何 らか の 対応 を引 き出す と考える モ デ ル も立て られる 。

　 こ の 点に 関 して ，エ ネ ル ギー政策の変化 をめ ぐる包括的な政治過程 の分析枠組み とな りうる

の は ，サ バ テ ィ エ 〔Sabatier，1998 ）に始 まる ア ドヴ ォ カ シ ー連合 （advocacy 　coalition ）論で あ

る 。
こ れは，従来の ベ ル トコ ン ベ ア 的発想 に基 づ く政策過程論 の モ デ ル に代 わ り，長期的 な時

間枠 に おける政策変化を説明する ため の 分析枠組み として提唱 され て きた 。 それ に よ る と政策

の 変化 は，直接 に は政策構想 を共有す る ア ク タ
ー

の 連合間 の 力関係 と各連含内部 の 意見 の 変化

に起 因し
，

こ れ ら の 変化は ま た 比 較的構造的な社会制度を背景に
， 外部 の 事件に促 さ れ て 起 こ

る と される。ス イ ス の エ ネ ル ギ
ー

政策を め ぐる ア ク タ ー
の 配 置を分 析 した クリ

ージ と イ ェ
ー

ゲ

ン （Kriesi　and 　Jegen，2001）は さらに ，異なる連合の 問に権力の 不平等が存在する こ とを前提 に

して
， ある特定政 策領域の 現行の 基本路線 （こ こ で は原子力推進論）を独 占的に規定 し て い る

支配的 （dominant）連 合 と，代替的選択肢 （自然 エ ネル ギ
ー推進論） を提唱 して新た に形成 さ

れ る連合 とを区別 し，両者の 対立 を基本的対立軸 （the　baslc　antagonism ） と口乎ぶ 。

　ア ク タ ー連合間 の 力関係や各連合内の意見に変化 を もた ら し
， 場合に よ っ て は基本的対立 軸

全体 の 再編成 を促 しうる要因 と して ，特に重視 され て い る の は，社 会運動 論 で は促進 的事件

（precipitating　events ） と も呼ば れ る 要因で ある 。 こ れ は当該政 策過程に と っ て は予定外に発生

しなが らも，い ず れ か の ア ク タ
ー

の 従来か らの 言説 に信憑性 を与え，ある い は そ の 行動を助長

す る よ うな事件 を指す 。
エ ネ ル ギ

ー
危機や 電力 自由化 の よ うな国際経 済情勢 ，中央 の 政権交代

や政 治危機 ， 州の 政治状況，米国 の 核政 策 な どに 加え，原 ∫
・
力施設の 大事故や 原 f’力産業の 不

祥事 も重要 になる 。 ま た ス イ ス の 国民投票 の よ うに運動 の 決定的 な キ ャ ン ペ ー
ン もそ れ 自体，

同様の 役割 を果たすこ とが ある 。 もち ろ ん 原発事故 に せ よ，反原発運動の 動員の増大 を もた ら

す とは限 らな い 。 また事件 の 効果 を減殺す るべ く， 原子力推進派連合 も紛争管理 策を講 じるで

あ ろ う。
い ずれ に せ よ促進的事件が反原発 運動に よる挑戦 と連 関して T ア ク タ

ー
の 配置や 政 府

の 紛争管理 に い か な る効果を及ぼ して きた の か は検証が必要 とな る 。

　本稿で は ， ドイ ツ の 原子 力政策領域にお い て，支配的連合 と挑戦者 と の 基 本的対立軸に沿 っ

て展開され て きた政 治過程 を再構成 す る 。 分析の焦点は，挑戦者，す なわ ち反原発運 動の戦略

的行為が，どの 程度有効な社会的連合 もし くは 政 治的連合 を形成で きたか にある。そ の 際 ，政

治的連 合 とは，政党政治 レ ベ ル で の 政策推進連合 を指 し，原子力政 策の 転換 を政治的ア ジ ェ ン

ダ に の せ る に は究極的に形成が不可避となる 連合で ある。しか し，こ の よ うな連合が 元 々 欠如
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して い る か ら こ そ ， 抗議運動が必要 となる の で あ り， 運動 は差 し当た り社会領域 にお い て
，

で

きるだけ幅広 い 階級 階層 か ら多数 の 支持 を動員す るため，社会的連 合を形成 す る で あ ろう。 政

治的 な らび に社会的連合 はさ らに ，それぞ れ空 間的に原発立地点や 周辺地域 を含む地域 ・州 レ

ベ ル の連合 と，全国 ・国際的レ ベ ル の連合の 二 つ に大別で きる 。

2．3．運動戦略 ・紛争管理 ・
エ ン カウン ター

　脱原子力 の 連合形 成は と りわけ，特定 の 原発 に 反対 す る闘争や ，そ こ で の 裁判 闘争の ように，

一
連 の 持続 的な行動 ，

す なわち キ ャ ン ベ
ー

ン を通 じて 顕在化する 。 そ の 際 ， 従来活用さ れ て こ

な か っ た ア リ
ー

ナ の 開拓や，新 しい 組織形態の 導入，あ る い は よ り多くの 人 に 問題 の 有意性 を

認識 させ る こ と を目的 と した問題状況 の 再定義 とい っ た戦術 を駆使 して ，支持の 拡大を図る で

あろ う。 もちろ ん運動は
一

枚岩で は なく， 戦術的見解 を異にする 諸潮流が 存在する 。

　支 配 的連 合 は脱原 子力 とい う新た な政治課題 の 台頭を抑え，自身を維持す るため ，紛争管理

を行使 しようとす る だ ろ う。 そうした対応は，合意形成の 方法や ア リ ーナ の 変更に 関わ る手続

的対応，政治課題 を行政機構 の 再編 に還元 する機構改革的対 応，問題構造 の 解消 を避け補償 の

問題 に 還元 す る物質的対応 ，紛争を物理 的に抑 え こ もうとする抑圧的対応 に大別で きる 。

　 こ の よ うに抗議運動が挑戦 し，体制側が 新たな対応策を打 ち出 して 終わ る
一

連の サ イ ク ル を

フ ラ ム （Flam ，1994）は 「エ ン カ ウ ン タ
ー
」（遭遇 ）と呼ぶ 。 フ ラ ム の 議論 を参考に して運動政

治過 程 の モ デ ル を考え て み る と，運 動側 の 戦術的革新は，特定の キ ャ ン ペ
ー

ン を通 じて 開始 さ

れた遭遇 に お い て顕在化す る 。 その 過程で 新たな社会的ない し政治的連合 の 形成が 現実的 また

は潜在的可 能性 と して 浮上 し，それ へ の 反 応か ら体制側 の 紛 争管理 策が形成 され る 。形成 され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た社会的 ・政治的連合が か な り有力で あれ ば
， 政策

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的譲歩 まで 勝ち取 る こ と が で き る か も しれ ない
。 逆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に紛争管理が有効で あれ ば，運動側の 戦術 は限界 に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 突 き当た り，そ こ か ら運動が教訓 を得て ，さらに戦

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 術的革新を編 み出す こ とで ， 新たな時代に入 っ て い

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くか もしれ な い 。 まだこ うした過程 を通 して ，政治

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制度 や促進 的事件が効果 を及 ぼすだ ろ う。 以上 の 過

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 程を モ デ ル 化 して み る と，図 1の よう に なる。こ う

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し た遭遇 は
．

つ の 時代に並行 して 幾つ も進行 しうる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もの で あ り，それぞれ の 構成要素 も一様 で は ある ま

　　　図 1 ’
原 子 力 政 治 過 程 の モ デル 　　　 い

。 に もか かわ らず ， ある時代 に お い て 最も決定的

な影響 を及ぼ した事件や，最 も代表的なキ ャ ン ペ ー
ン （及び そ こ で の 戦術や争点），最 も典型

的な紛争管理 とい うもの を特定する こ と は 可能で ある 。

促進的事件

運動の キ ャ ン ペ ーン （新 しい 戦術 ：

手段
・
組織

・
争点

・
フ レ

ー
ム など）

新 しい 連合 の 萌芽的形成

政

治

体

制
の

制

度

的

特

質

紛争管理

支配的連合の 再編・再生 産

政策 の 軌道修τF 維 持

次の 遭遇へ

3．政治過程の 展開

そ こ で 本稿で は，こ うした観点か ら時代区分 した ドイ ツ の 原 子力政 治過程 を概観する ［liで ，
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以下 の 論点に該当する 部分 を指摘 しな が ら
， 遭遇の構成要素間の 連関を析出 して み た い

。

　論点 1 ：運動は い か な る戦術 を通 じて ，どの 程度有効な脱原子力 の 連 合を形成 で きた の か 。

　論点 2 ：紛争管理 は支配 的連合の 構成や脱原子力連合の形成 とど の ように連関する の か 。

　論点 3 ：い か な る政治制度が政策過程 に重要な影響 を及 ぼ したの か 。

　論点 4 ：い か なる促進的事件が政策過程 に重要な影響を及ぼ した の か 。

　論点 5 ：ア クタ
ー

の 配置 と政策帰結 との 間 には，い か なる連関が 見られ るの か 。

　その 際，表 1 と表 2 で は，第 H 期以 降に つ い て 「造遇 」 の 構成各要 素 を整理 して ある
（2）

。

脱原 子力主体 の 連合は 最も代表的な事例 を示 し，その 有効性 を 「× ほ とん どな い 」 「△ 弱 い 」

「○有力」 に大雑把 に分類評価 して い る 。 括弧 の 中 に は連合 の 具体的 内容が補足 され て い る。

表 1　 ドイ ツ の原 子 力政治過程 〔1970年代末ま で ）

時代区分 第 H 期：1967−74 第皿 期 前 期 ；1975−76 第 皿 期 後 期 ：1976−77 第 W 期 ：1977−80
時代 の 特 徴 原 発大量発注時代 非暴力占領の 時期 急進化 と分裂の 時期 政策論争の 時代

1 ，促進的 事件 原 発大 量 発 注r．rrrr．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・．．．
社 民 ・自山 政 権 誕「．．r．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
米 国原 子 力論争．．．．．幽．．．．．．．．．．「．「．．．．．．．．．「．．．
第
一

次石油危機

ヴ ィ
ー

ル 敷 地 占拠 ヴ ィ
ー

ル 敷 地 占拠 原 発発注の 停滞　r囓，「1尸■齟「．「「齟■幽炉卩齟卩「．．幽．．．．．．．
ブロ ッ ク ドル フ 判決　r．r．齟齟「7卩幽「「，卩ヤ齟．L．．．幽幽．齟．．．．幽
ユ：M呱 甃棗旗．＿．．．．

2．代表的なキ ャ ン ペ ー
ン

新 しい 戦術手段
・
組繊

　　 争
．
点
・
フ レ

ームな ど

ヴ ュ ル ガ ッ セ ン

　　　訴訟 ・署名．．．．．．．．「「．．．．．．．．「．−「．■．．．−「．．．
市民イニ シ ア テ ィ ヴ

の 登場

ヴ ィ
ー

ル

敷 地 占拠 ・訴訟

「普通 の 農民 」対
厂小 当な国家」

ブ ロ ッ ク ドル フ

敷 地 占拠 訴訟．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．i．・・國．」．．．
カル カー・デ モ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．」．・．．．．
「警察国家化」

モ ラ トリアム
・FBR 論争．．．．．．．．．．．．」．．．．．．齟齟．・・．・・．．．幽

ゴ ア レ
ーベ ン

芸 ヨ研究所あ蓿躍
’”

「原 子 力の 不経 済性」

3．脱原子力主 体 の 連合．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．L．．．・．齟・．．．．．齟齟．齟齟．．．．　 （x ほ とん ど な』　　．．rr．■r．．．．rTrlr囓．r−．rr鹽−r「
○ 儂 民 ・

学生 ）

・ △ 　弱い 　○　有力）

〔P社会的連合 （地域 ・州）．．．．．．．」．・．．．齟幽．・齟．．齟・．・・．齟齟．．幽L．齟．．．．．．・．
〔2）社 会 的連 合 （全国・国際）．．．■．．．．．．．．．．．．■■．．．「．．．．■．．．．．．．．．

△．．．．r．．．．．．．．．r．−r．．．．．rr．rr．．．．
×　　　　　 ．「「．T「．「r「

齟・．・．7．．齟卩・L「齟．齟齟．．．幽L．．．齟齟．齟．幽．．．．
T」．．．卩・・．・L．・L」．・L．・．．齟．．．幽L齟・．齟・．．
△ （急 進 左 翼）．．齟．幽．幽幽．．．．齟．．．．．．．．．．．．．．L．．．．齟．齟
○（全国 ・国際連携）・L齟．．．・齟．・L．．i．」L齟・．．齟．．．．．齟・．齟・齟」
△ （州 の SPD）

ス
…齟’”……齟’…’幽』’’”……

】．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
〔

v ＿．．．．．．．＿．．．．．．．．＿．．．
Q ω：1．のΣPP1．．．．．．．．＿
○→△ （SPD ・FDP ）

ゆ政治舶連合．．蝕 域：．ll：l！X．．．．幽．．齟．．．．．．．．．■．．．．．．．．■■．．．「

○ （国際的連帯）．rlT．1．．1．．．．．．．．．．・i齟・國齟」．．．．．．．
○ （地 域 の み 〉『
y〜
…『’．…．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

  政 治 的連 合 全国・同際）× △ （SPD・FDP ）

4 ．紛 争管 理
一

弾圧 →交 渉（州 〕．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．弾圧

市民 対話 （連邦）

労組の ロ ビー
活動■．．．rr．．．−■．．．rr．r．−■．．．r．．r．rr．．r

国 際専 阿 家会議．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．」．」．．
連邦議会調査委員厶

5．政 策帰 結 原 f 力拡大政策 原発工 事 の 遅れ 原発発注の 停滞 原 発 発注 ゼ ロ

再処琿i：場：置瑙誠画

　第 1 期 ， 原子力体制構築期 （1954 −66年）　　 旧西 ドイ ツ で は化学 ・鉄鋼 ・電機 な ど の 製 造

業部 門 の 企業が核燃料関係を含む原子力産業の 立 ち上 げに寄与 し，連邦政府や州政府は特 に 基

礎研究や研究炉へ の 出資を通 じて ，原 子力開発 を支援 した 。 こ れ に対 し ， 電力会社は 当初，大

きな経済的 リ ス ク を抱 え る原子力発電 に 消極的だ っ たが ， 1960年代半ば
， 旧西 ドイ ツ 政府 の 原

子力政策が米国型軽水炉を基幹 とする重点開発方式に転換する と，1960年代後半か ら商業用軽

水炉 の 大量発 注 に乗 りだす 。 原 子力施設 の 立地 に対 して は ，すで に 1950年代後半か ら 自治体関

係者や有力者，専門家に よる非公式 の 反対意見 の 表明や ，散発 的 な反対住民 運動が存在 したが ，

反対 の 理 由は 人 n 密集地域へ の 近接立地の 危険性 に対する懸念や，農業や 観光業な ど地場産業

へ の 影響 と い っ た経 済的利害 に 基 づ い て お り，住民 の 動員規模 は 限 られ て い た。

　第 皿期 ， 原発大量発注時代 （1967 −74年）　　 原発の 大量発注や ，第
一

次石油危機後の 原 f一

力計画 の 拡 大，米国 の 原子力論 争 を背景 に （論 点 4 ），
ヴ ュ ル ガ ッ セ ン （Wtirgassen）や ブ ラ イ

ザ ッ ハ （Breisach）の ような地点で は比 較的多数の 地域 住民 を動員 し，市民 イニ シ ア テ ィ ヴ と

い う新 しい 組織形態を と る住民運動が登場 して くる n しか し抗議形態は まだ立地乎続所定の 異

議 申立 て 署名運動や行政訴訟 ， 小規模なデ モ とい っ た穏健な手段 に 限 られ，訴訟 も勝訴す る こ
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とはほ とん どな く，外部か らの 攴援 も限られ て い た （論点 1）。 対照的に，原子力推進派連合

は こ の 時期，
一層強固 にな り，特段 の 紛争管理策 を講 じる必 要 に迫 られ なか っ た （論点 2）。

西 ドイ ツ の 政党制 を支配 して い た保守の 大政党，キ リ ス ト教民主 ・社会同盟 （CDU ・CSU ）（3）

と，左 翼 の 大政 党，社会民主党 （SPD ），及 び経済 自由主義 を信奉する 小政党 の 自由民 主党

（FDP ）は ，い ずれ も原 了
一
力 を積極的 に推進 した 。 なか で も1969年に 誕生 したSPD とFDP の 連合

政権 は
， 福祉国家の 基盤 とな る安定 した エ ネル ギ ー供給源 か つ 輸出 産業 と し て

， 原子力開発 を

推進 した 。石油危機の 直前 に は連邦政府 と して 初 の エ ネル ギ
ー

計画を策定，石油危機後に はそ

れ を改定 して 原子力の 拡大路線 を追求 した （論点 5）。 SPD の 最 大の 支持基盤で ある労組 にお

い て は
，

エ ネル ギ
ー産業部 門の 労組 を除 き， 原 子力へ の 関心 は低か っ た。

　第 皿期前期 ， 非暴力敷地 占拠の時代 （1975 −76年）　　 こ れ に対 し， ドイツ 南部 バ ー
デ ン ・

ヴ ュ ル テ ン ベ ル ク州 ヴ ィ
ール で の 敷地占拠を機 に，状 況 は 一

変 する 。 1975年 2 月，原発予 定地

の 予備工事着工 に臨 んで，反対派は ラ イ ン 川対岸の フ ラ ン ス ・マ ル コ ル ス ハ イ ム の 鉛工場反対

闘争 に お ける 共闘の 中で 成果 を上 げた敷地占拠 とい う手法に訴える。そ の 過程で ，独仏 ス イ ス

国境に接 し，言語
・文化的 に も円 常 的な相互 交流 の あ る ラ イ ン 上 流域地帯 と い う地 理 的位置関

係か ら国際的連帯が 成立 し
，

また 立地 点周辺 地域 に おけ る ワ イ ン 農家 を中心 に，中 間層 市民 の

加わ っ た 地 元住民 と
，

フ ラ イ ブ ル ク （Freiburg）大学な ど の 学生活動家 と の 社 会的連 帯が形成

され た （論 点 1 ）。州警察は 当初 ，こ の 急進的な手段で の 抗議 を弾圧 したが，反対派の 社会的

連合 自体は穏健で あ っ たた め
， 大企業の利益 の た め に弾圧 を受け る 「普通 の 農村住民 」 とい う

イ メ ージ が 全国的なマ ス ・メ デ ィ アを通 じて流布 した。こ の ため州 当局は数日後に行 われた 二

度 目 の ，結果的に n 月まで 長期化 した敷地占拠に 際 して ，再 び強制排 除に訴 え る こ とが 困難 と

な り，州与党CDU の 指導部交代 も背景と しなが ら，交渉 と訴訟 を通 じて 紛 争 の 解決 を図 る柔軟

路線へ と転換 した （論点 2 ）。加 えて ，連 邦制 に 基 づ く許認可権限の州 へ の付与や ，手続の多

段階性，及び行政訴訟 に伴 う一L事停 IH命令の 原則化 を特徴 とする ，破片化 した 原子力立地手続

は，裁判所が政治的問題に つ い て 司法判断を行 う姿勢 を強め た こ とと相まっ て ，ヴ ィ
ール 原発

の建設 工 事 を無期限的に中断 させ る制度 的要因 とな っ た （論点 3 ）。

　 ヴ ィ
ー

ル で の 成功 に触発 され ，反原発運動 は敷地 占拠を日指 した大規模直接行動を中心的戦

術に 位置づ けて 全国化 した 。そ の 際，裁判官の 世代交代 か ら司法ア リ
ー

ナが 開放化 し，緊急避

難 的 な違法行為に 訴えて も刑事訴追 や 民事損害賠償 を免 れ る 可 能性が 出て きた こ と も
， 直接行

動戦術 の有効性 を高め た （論点 3 ）。 また BBU （全国環境保護市民 イ ニ シ ア テ ィ ヴ連 合）な ど

の 全 国的連 絡組織 を通 じて 各地 の 運 動間の 連携 も進み，カ ル カ ー
（Kalkar）高速増殖炉 の 反対

運動の ように ，オ ラ ン ダや フ ラ ン ス の 反原発運動 との 国際的連携 も広が っ た （論点 1 ）。

　第 皿期後期 ， 急進化 と分裂の時代 （1976−77年）　　 運動 の 急進化 はまた ， 1960年代末の 学

生運動 か ら派生 した新左翼諸派の 大量流入 を招 い た 。 こ れ ら左翼諸党派は ，共産主義 の 「K グ

ル ープ」 と，反権威主義の 「非教条的左翼」 とに大別 され る が ，い ずれ も1970年代前半 に は ま

だ，「ブ ル ジ ョ ワ 的」市民運動 に 批判的だ っ た 。 しか しヴ ィ
ー

ル の 敷地 占拠 の 急進 性に 注 目 し，

また 自ら と同様に警察 の 厳 しい 弾圧 に さ らされ る原発闘争に連帯感 を抱 き，大挙 して 参加する

よ うに な り （論 点 1 ），運 動に 大 きな慣性 を与えた の で ある 。 今や反原発運動は
，

プ ル トニ ウ
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図 2　 ドイ ツ 及 び 周 辺 諸国の 主要原子力施設 （1999 年現在）

本 文 中 で 言 及 さ れ た地 名 （州 名 を除 く） は 下 線で 示 した 。 州 の 略号 は 以 下 の 通 り。 旧西独 の 領域 州 ：BW バ

ー
デ ン ・ヴ ュ ル テ ン ベ ル ク，BY バ イエ ル ン ，　 HE ヘ ッ セ ン ，　 NI ニ

ー
ダ
ー

ザ ク セ ン，　 NW ノ ル トラ イ ン
・
ヴ ェ

ス トフ ァ
ー

レ ン ，RP ラ イ ン ラ ン ト ・プ フ ァ ル ツ，　 SH シュ レ ス ヴ ィ ヒ ・ホ ル シ ュ タ イ ン ，　 SLザー
ル ラ ン ト。

都 市州 ：BE ベ ル リ ン ，　 HB ブ レ ーメ ン ，　 HH ハ ン ブ ル 久 ，旧 東独の 領域州 ：B13ブ ラ ン デ ン ブ ル ク，　 MV メ ク

レ ン ブ ル ク ・
フ ォ ア ポ メ ル ン ，SNザ クセ ン ，　 STザ クセ ン ・

ア ン ハ ル ト，　 TH テ ユ
ーリ ンゲ ン。

ム 経済確立に 向けて 進行する 警察国家化に抗 して ，民主主義 を擁護する闘争 と見な される よ う

にな っ た 。 しか し暴 力 も辞 さな い K グ ル ープ の 介人 と
， 警察の 弾圧強化に よ り，

ブ ロ ッ ク ドル

フ （Brokdorf）（シ ュ レス ヴ ィ ヒ ・ホ ル シ ュ タイ ン 州）やグ ロ ー
ン デ （Grohnde）（ニ

ー
ダ
ーザク

セ ン 州）の よ うにCDU が与党の北部諸州の 立地点で は暴力的衝突が激化 し （論点2），敷地占拠

を目指 した大規模直接行動は壁 にぶ ち当た る。並行 して 成果 を上げ て きた裁判 闘争も，立 地手

続の 遅延を もた らすに す ぎなか っ た 。 急進化へ の 批判 も強ま り，運動 自身に も亀裂が 生 じた こ

111

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association for Environmental Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　for 　Environmental 　Sooiology

ドイツ 原子力 政治過程 の軌 跡 と力学

とか ら，運動は 1977年秋 まで に
， 戦術の 転換を余儀 な くさ れ る 。

　だが 分 裂 の 危機 に直面 し た の は 運動ば か りで は なか っ た
。 ヴ ィ

ー
ル 闘争 の 過程 で 社民党主導

の 連邦政 府は，原子力に 関する寛大な情報提供が市民の不安を鎮め
， 原 了

・
力に対する受容 を促

進する と考え
，

1975年か ら 「
．
ri∫民 対話」 と称する 世論形 成活動 を始め たが ， 反対運 動 は激化す

る
一方 とな っ た。州 レ ベ ル で は急 進 的な抗議運動 の 封 じ込 めが あ る程度成 功する もの の ，各種

選挙へ の 政治的影響へ の 懸念か ら，弾圧的対応に も限界があっ た 。 しか も原子力施設の 立地紛

争 を抱 える 州を中心に，SPD と FDP の 州支部 にお い て ，両 党 の 青年部 を急先 鋒 と して 体制 内批

判 派が形成 され，連邦与党の 足元 が ぐらつ き始め た 。 さら に 1976年か ら原発の新規発注数が滞

り始め
， 連邦政府 ・与党 は積極的な対応 を余儀な くされ る。福祉国家 の 基盤と して の 経済成長

と技術 開発 の 追 求 とい う論 理 と，社会 的対 話 と民主主義 の 追求 とい う理 想主義 との 矛盾に 直面

して い た社 会民 k 党が 連邦与党だ っ た とい う時代状況は
， 連邦制国家構造 とい う制度的枠組と

ともに
， 原子力 に批 判的 な政治的連合 の 形成 に と っ て ，重要な背景 と な っ た （論点 2， 3 ）。

　第N 期 ， 政策論争の時代 （1977 −80年）　　 原発の 発注が事実上 の 凍結状態 （モ ラ トリ ア ム ）

に陥 る中 ， 1977年か ら原 子力 論 争 の 焦 点 とな っ た の は，核廃棄物処分能力の 確保で あ っ た 。

1976年 の 原子力法 改正 に 基 づ き，使用済核燃料の再処理 に対する 産業界の役割が法的に 明記さ

れたが，国内再処理工場建設の費用負担 に産業界が 消極姿勢を見せ 始め た こ とか ら，連邦政府

は こ の 動 きを牽制する た め ，使用 済核燃料 の 処理処 分能力 の 確保 を原発建設認可再 開 の 前提 条

件 とす る考えを表明す る。こ の方針は 1977年春の ブ ロ ッ ク ドル フ原発訴訟判決に よ り，裁判所

か ら法的根拠 を与え られ
， 原子力紛争 を持続的に規定する 新た な制度 とな っ た （論点 3 ｝。こ

うした 流れ の 中 で 1977年前半，旧西 ドイ ツ の 組 織労働者 の 大 半を傘下 に 収め て い た労働 団体

DGB に続 き，連 邦両 与党の 各執行部は，核廃棄物処分能力の確保 を原発建設再開の 前提条件 と

し，実質的に モ ラ トリ ア ム を容認する 立場 を打ち出 し，原子力批判派の 連合は全国政治 レ ベ ル

で も成立 した （論点 1 ＞。しか し原 子力推進派労組 に よ る ロ ビー
活動や デ モ も激化 し 〔論点 2 ＞，

1977年後半 に は，DGB もSPD ・FDP の 両与党 も反 モ ラ ト リ ア ム の 立 場 へ と再転換する 。

　モ ラ ト リ ア ム論争の 労組及 び連邦与党内部 で の 収拾 を受け，連邦政府は 原発 認可再 開の 条件

と して ，再処理工 場と廃棄物最終処分場 を含む統合処理 セ ン タ ーをニ ーダーザク セ ン 州ゴ ア レ

ー
ベ ン （Gorleben ）に 立 地する計画 を決定 した 。 しか し立地計画の 執行は 州政府の 権限で ある

ため ， 原子 力論争は連邦政 府の 統制が十分 に及 ばな い 州政府の 思惑 と立地紛争 に再 び左右 され

る こ と に な っ た （論点 3 ）。 そ の際，同州首相ア ル ブ レ ヒ ト （Albrecht）は，緑の 党の 州議会選

挙参加を背景に
，

立地紛争の 影響が州政治 に波及す る の を防 ぐため
， 国際評価会議 とい う専門

家 中心 の ア リ
ー

ナ を設置 して 時問を稼 い だ （論点 2 ）。 1979年 3 月末 の 米国 ス リ
ー

マ イ ル 島

（TMI ）原発事故に伴 う反原 発連動 の 高揚 を背景に （論点 4 ），
ア ル ブ レ ヒ トは再処理工 場建設

に 限 り，ゴ ア レ
ーベ ン へ の 立地 の 白紙撤回 を連邦政府 に突 きつ けた。

　同様の 経 過 は カ ル カ ーの 高速増殖炉 （FBR ）に つ い て も再現 さ れ た 。 カ ル カ
ー

の 所在する ノ

ル トライ ン ・ヴ ェ ス トフ ァ
ーレ ン 州 で は 州政府が連邦与党 と 同 じ連立政党で 構成 され て お り，

州議会選挙 に お ける緑 の 党 の 挑戦 に脅か された州与党は FBR 計画へ の 慎重姿勢 を強め た （論点

2
， 5）。 こ の た め 連邦政府は

，
FBR に 関する 政治的決定権限を州の 行政府か ら連邦 の 立法府
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へ 移 す こ とで，連邦 と州の 問 の 膠着状態 を打開 し，また連邦与党 内の 反原発派を党議拘束で 封

じ込め ようと した （論点 2）。こ うして 1978年末の 連邦議会決議 に 基 づ き，カ ル カ
ー

の 工事再

開 の 是非に つ い て 連邦議会で 採決を行 う こ と，またそ の 前提 と して FBR 問題 を中心 に 原子力政

策全般 を検討す る た め の 調査委員会を設景する こ とが 決定 された。

　し か し連邦議会が 1979年 5 月 に 設置 した ，連邦議会議員と科学者か ら成 る特別調査委員 会 も

また，紛争管理 の 思惑を越え た 意義を残 した。まずア リ
ー

ナ の 移動 に応 じて ，原子力論争の 焦

点 も原 r一力政 策全体 の 基 本路 線 に関 わ る 争点へ と移動 し た （論点 3 ）。また委員会 の 議長 の 個

性 は比較的公正 な運営 を保障 した 。 さら に委員会設置の 時点で すで に 反原 発運動が大 きな慣性

を得て お り，運動 に は ヴ ィ
ール の 裁判闘争関係者が 1977年に 設立 した エ コ 研究所 とい う対抗専

門機関 も存在 して い た （論点 1 ）。 調査 委員会 によ っ て促進 さ れ た エ ネル ギー論争 の 過程 で ，

エ コ 研 究所 は 世論や政 治家の 間で
一

定の 信頼性 を獲得 した。特 に ， 経済成長 を前提と して も原

r一力の 放棄は可能で あ る とい うそ の 卞張 は，第一次特別調査委員会の報告書に反映 された 。

　 こ うして 脱原発 の 選択肢の 正 当性が 連邦議会 によ っ て正式に認知さ れ る と
， それ を い か に 政

治的に代表 し，政府 の 政策 に 反 映 させ る か，従 っ て 緑の 党の確立や ，それ を通 じたSPD の 政策

表 2 　ドイ ツ の 原 子 力 政治過程 （tg80年代以降）

日、　 」
x 瓜

第V 期 ：1981−82 ，W 期；1983−88 第、弧期：198998 第 棚 期 ：1998−2001
時代 の 特徴 推薦派巻 き返 し期 保守政権下 の 膠着期 州の 脱 原 了

一
力期 連 邦 の 脱 原子 力期

1，促進 的事件 石油 危機 旺 電 力 自由化保宣政権念 り交代＿
乏壬．！≧zズ 孟．り．皇故
核 燃 料 企 業不 祥事

冷戦 終 ゴ・独統
・・

経済自由主義強化

．■．．．r．．r．−罰1，」．．幽幽．．齟．．．．．．「．■．．．
赤緑連邦政権誕生

2．代表的なキ ャ ン ペ ーン

新 しい 戦術：手段
・組織

　 　 争 点・フ レーム な ど

再処理 工 場

（ヘ ッ セ ン な ど）　　　　　．幽幽．．．．齟．．．．

核廃の 輸送・
、k地反対．rr．．r閲．．．．．．．．．．．．．．．．．．」」．」」」．．幽．
赤緑州政権

（複数の 州 ）

核廃の 輸送 ・

立 地 反対．．．■■．．．r．rr．■「【．．L．幽L．齟．齟．．．．．．．．
赤緑 連邦 政 権

再処理工 場

げ ア ッ カ
ー

ス ドル フ）．．．．■．r．r．．■．−■．−閲r．・ヤ．齟齟．．．幽．．．．．．
赤緑 ヘ ッ セ ン 州 政 権

（ハ
ー

ナ ウ MOX 工 場）

3．脱原 子カーL体 の 連 合　 ．．．L幽．．．．．．．．．．．■．．．「「．Tr．．．．．．．．．．．．．」」國・．．齟．．．．．．rr−r．ri・L．幽．齟齟 （x ほ とん どな い 　△ 弱 い 　○ 有力）　　　　　　　　齟齟．．．．．．．．−「．「「．．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．L．・．．．．．．．．．「．「「1r．．．．「．．．．．．
口丁社会的1皇盒．．丈地越：測）○．．齟．．幽幽．．．．．．．．．．．．．．．．「．「「−「．−「
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転換 ，及 び両党の連合 に よ る議会内多数派形成 が重要性 を増すこ とに な っ た 。

　第 V 期 ， 推進派巻 き返 し の 時代 （1981 −82年）　　 ただ短期 的 に は 第二 次石油危機 で 原子力

推進論は 勢い づ き，また米国 の 111距離核 ミサ イル の 西 ド イ ツ 国内配備を め ぐる平和運動が高揚

す る中で，原発 問題へ の 関心は相対的に 減退 し，ブ ロ ッ ク ドル フ な ど で の 散発 的 な 大規模デ モ

を除けば，再処理工場 の 代 替候 補地 をめ ぐる 立地紛争の み が ，ヘ ッ セ ン 州な ど で 活発 な反対 運

動 を惹起 して い た （論点4）。 また 1980年の 連 邦議会選挙で は SPD が勝利を収め，初挑戦の 緑

の 党は議会進出 を果 た せ なか っ た 。 こ の 機会 を捉え て 首相を中心 とする与党内原子力推進派は

巻 き返 し に転 じ，原発 立地手続 の 簡略化を通 じて ，旧西 ドイ ツ で 最後の発注 とな る 三基 の 原発

の 安全審査 を同時進行で実現 させ た 輪 点 2 ， 5 ）。
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　第 V［期 J 保守政権下 の 膠着期 （1983 −88年）　　 しか し1982年秋 に社民 ・自由連立 の シ ュ ミ

ッ ト政権は崩 壊 し，キ リス ト教民主 ・社会同盟 （CDU ・CSU ）とFDP との 保守 ・自由連 立 に よ

る コ
ー

ル 政権 へ と道 を譲る、、ま た緑 の 党は 各州 の 州議 会進出 を経て ［983年 3 月に は連邦議会へ

の 進出を果た し，原子 力をめ ぐ る 政 治情勢 も新た な時代 を迎 え る 。 緑 の 党 が 州 と 連邦 の 両方で

定着 し，SPD も野党 と し て 原子力批判 を強め た た め ，反原 発 の 政治的連合が州 と全国の両 レベ

ル で 形成 さ れ 始め る 一
方 で （論点 D ，原子力を推進する 連邦の保守政権は 長期政権 とな っ た 。

そ の 結果，政策的に は原発発注ゼ ロ が 続 く一・方 ， 建設 中原 発 の ⊥ 事は続行 され た （論点 5 ）。

また再処理 工 場の 立 地計画 もバ イエ ル ン 州ヴ ァ ッ カ
ー

ス ドル フ 〔Wackersdorf）に 絞 られ て激化

し ， 立地点周辺 で 強力な反対闘争が全 国的及び オ ース トリ ア か ら の 支援 も受け て 高揚 したが，

CSU （キ リス ト教社会同盟）の 州政府 は反対派 を警察力で徹底的 に弾圧 した 。

　 しか し，こ の 膠 着状 態 の 打 開 に結 びつ く要素 も こ の 時期に 浮上 し て きた 。第一
に ，ヘ ッ セ ン

州 で SPD と緑 の 党が 1985年 12月に 連合政権を樹立 し，緑 の 党現 実派 の ボ ス ， ヨ シ ュ カ ・
フ ィ ッ

シ ャ
ー （Joschka　Fischer ；現連邦外相 ・副 首相）が州環境相 に な っ た こ とで ある （論点 1）。た

だ，こ の 州 政権は ハ
ー

ナ ウ （Hanau ）の MOX 燃 料工 場 の 認可 をめ ぐっ て 1987年 2 月に は崩壊 し

て し まう。

　第二 に
，

1986年 の チ ェ ル ノ ブ イ リ原発事故の 効果が 指摘で きる 。 H本 と異な り， ドイ ツ で は

1979年の TMI 原発 事故 よ り前か ら原発問題が 全国的な注 目を集 め
， 反対派 も

一
度多数派 に な っ

て い た 。 また
一

時期動 員が 低下 して い た反原発 運動 もす で に 1985年半ば に ヴ ァ ッ カース ドル フ

の 閊題 をめ ぐっ て 再活性化 して い た 。
こ の ため チ ェ ル ノ ブ イ リ原発事故 に即応 して 急激 に動員

が増 加 し，原発反対世論 も国民 の 問で 再 び多数派 とな っ た ばか りか，
一

層拡大 した （Emnid −

Institut，1986 ； 1988）。 母 親の 反原発 グ ル
ー

プ も新 しい 潮流 と し て 出現 した が （論点 4， 1），日

本と異な り，全体的 に は既存の 動員某盤が再活性化 され た 側面 が強か っ た。

　連邦政府は こ れ へ の 対応か ら，また ヘ ッ セ ン 州 の 赤緑 政権へ の 牽制か ら，さ らに ニ ーダ ー
ザ

ク セ ン州で の 赤緑 政権誕 生 の 抑止 を意図 して ，連邦環境 ・原子力安全省 （BMU ）を設 置 し，

また こ の BMU は連 邦の 指令権限 を盾 に ハ ー
ナ ウ の MOX コ「場認可執行 を州 政府 に 迫 る こ と で ，

州 の 政 治へ も介人 した 。 しか し 1988年 に な る と，ヘ ッ セ ン 州内 に 立地 す る 原 発 の 事故や 核燃料

企業 の 　
・
連 の 不 祥事が露 見 し，連 邦政府は こ うし た企業の 再 編や ， 連邦放射線防護庁 （BfS）

の 設置 で 応 じざる を得 な くな っ た （論点 4
，

2 ）。

　第W 期，州の 脱原子 力期 （1989 −98年）　　 ベ ル リ ン の 壁 の 崩壊で ドイ ツ の政治状況は 新た

な時代 に 入 っ た が，原子力政策 も例外で はなか っ た 。 市場経済重視 の 傾 向が 強 まる中，連 邦政

府の プ ル トニ ウ ム利用路線は
， 経済性重視に 傾 く産業界に よる各種施設の 運転断念に よ っ て 崩

壊 する （論点 4）。ヴ ァ ッ カ
ー

ス ドル フ の 再処理 工 場の 完成 は 1989年 に，カ ル カ ーFBR の 運転

開始は 1991年に ，そ れ ぞ れ 断念 され た 。 また シ ュ レー
ダ
ー

（SPD ，現在は連 邦 首相）が州 首相

となっ た ニ
ーダ ー

ザ ク セ ン を始め ，1990年代を通 して 旧 西 ドイ ツ の 大半 の 州で 赤緑連合政権が

誕生 し，原発 へ の規制強化に よ っ て脱原子力が促進さ れ た c 特 にヘ ッ セ ン 州 で は 1991年に 第二

次 ［赤緑 1政権 （1991 ・99年）が 誕生 し，1995年に ハ
ー

ナ ウ の MOX ．L場 の 運転 認可 断念 を実現

させ た （論 点 1 ， 5）。 こ の 事例 で は反対派 に よ る 裁判闘争や ，工 場で の度重 な る事故 も重要
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な役割 を果 た して い る 。 また地域闘争は主 に ニ
ー

ダ
ー一

ザ ク セ ン 州， ゴ ア レーベ ン の 中間貯蔵施

設へ の 核廃棄物輸送 や， ゴ ア レ ーベ ン やザ ル ツ ギ ッ ターの コ ン ラ ー ト縦坑 （Schacht　Konrad）

へ の 核廃棄物施設計画をめ ぐる反対運動に 限定され つ つ も，激 しい 実 力阻 【ヒ行動 を通 じ， 社会

的連 合 の 抗議動員能力の 強さを印象づ けて い る （論点 1 ）、， しか し連邦レ ベ ル で は 1993年か ら

保守政権 と産業界が ニ
ー

ダ
ー

ザ ク セ ン 州首相 シ ュ レーダー
や ヘ ッ セ ン 州環境相 フ ィ ッ シ ャ

ーら

と 原子 力政策全般 を議論する 「原 了
・
カ コ ン セ ン サ ス 」会議 を試みたが，物別 れ に終わ っ た。

　第忸 期 ， 連邦 の脱原子 力期 （tg98年以 降）　　 1998年 10月の 赤緑連邦政権誕生 に よ り，脱原

ゴ
ー
カ の 政 治的連合は 支配的 連合の 地 位に 上 昇 した。た だ， こ の 連邦政権に お い て は緑 の 党 ， 特

に 左 派が しば しば重要な政策決定か ら疎外 さ れ
， 緑の 党 と抗議運動 との 連携 も解消 に向か っ た。

他方で SPD と， ドイ ッ北部 を基盤 と す る大手電力会社 と の 問 に 連合 が 形成 さ れ
， 脱原子 力合意

も産業界に有利 な条件で 妥結され る 結果 とな っ た と言われ る （論点 5 ） （RUdig，2000〕。

4．ま とめ

　以 上 見て きた ドイ ツ の 原子jJ政治過程の 軌跡 を，第 3章 の 胃頭 で 述 べ た論，「∴1：に照 ら して ，若
．
「の 事実 を補足 しなが ら分析 し て み たい v まず論点 1 に関 して ，運 動戦術 と脱原了

・
力連合形成

の 変遷及び連関を見て み よう。1970年代半 ば，紛 争第皿期 にお い て ， ドイ ツ 南部の ヴ ィ
ール の

反原 発運動 は，敷地占拠 と裁判闘争を通 じ，農家か ら新旧中間層住民，学生 活動家 にわ たる階

級横断的 な社会 的連 合 を，仏独 ス イ ス 国境 をま た い だ地域 レ ベ ル で 形成する こ とに 成功 し，こ

の 成 功モ デ ル は 全 国的 に伝播 した。しか し敷地 占拠 は新左翼諸派 の 参加 も呼び込み ，動員 の 拡

大 に寄与 した一方で
， 極左 グ ル ープの 拠点 ハ ン ブ ル ク に 近 い ドイ ツ 北部 の 州 で は警察の 弾圧 と

の 応酬に よ り暴力的衝突 に 発展 し，運動戦術 は 転換 を余儀 な くさ れ た 。
こ の よ うに敷地 占拠の

よ うに急進的な抗議手法 は，運動参加者 の 政治的傾 向次第 で は
， 非 暴力主義 の 維持が 困難 と な

り，社会的連合の 拡大を阻害する と言える だ ろ うt）

　急進的戦術の 限界が露呈 した後，反原発 運動 は政治 的連 合 の 形成 を図 る よ うに な っ た 。
こ れ

は 相 互補完的な三 つ の段階を踏ん で 台頭 した 。 第
・
に ，1977年か らの 紛争第 W 期 に は

，
エ ネル

ギ
ー

政 策上 の 対案形 成活動 が始め ら れ ，再処理 国際評価会議や エ コ 研究所 を通 じて 活躍 した批

判的科学者や ，議会や 与党 の 党大 会 で 原子 力批判 の 論陣を張 っ た SPD の 少数派が担 い 手 とな っ

た 。しか しSPD の 原子力批判派が少数派に留 ま り続け る限 り，政策転 換 の た め に必 要 と な る第

．二 の 段 階 は ，運動独 自の 政党結成 で あっ た 。 こ れ は新 し い 社会運動 の 形で顕在化 して きた社会

的連合を有権者 レ ベ ル に も拡大 しよ うとす る動 きで あ り，緑 の 党 は第 W 期 の 末か ら第 V 期 にか

け，大半 の 州議 会 に
，

ま た 1983年春 に は 連 邦議会へ の 進出 も果 た す 。 し か し政 治的連合 と して

は まだ萌芽的段階に す ぎなか っ た 。そ こ で 第 三 段 階 と して 1983年か らの 第W 期に本格化 し た 動

きは 連合政治路線で あ っ た 。
こ れ に は緑の 党 の 現実路線化 と，SPD の 政策転換が必 要で あ っ た 。

緑 の 党は当初 ， 抗議運動 に よ る大衆覚醒 を通 じて社会的連合を全肩
．
権者に拡大する こ とで

， 政

治体制全 体の 根本的変革 を目指す 原理 的反対派の 路 線が優勢で あ っ た。 しか し自治 体や
一

部 の

州 の 議会で は緑 の 党が議会政党化の 傾向を強め ，1983年の ヘ ッ セ ン緑の 党 を皮切 りに
，

1ggO年
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ま で に は 全党的に SPD との 政治的連合 を通 じて 政策実現 を図る連合政 治路線に転換する 。 また

SPD は，連邦議 会で 野党 に転 じて か ら 原子力批判を強 め
， チ ェ ル ノ ブ イリ原発事故後に は労働

団体DGB と同様 ， 長期的な脱原子 力を目指す方針 を打 ち出 した。ただ現実 の 赤緑連 合政権は紛

争第 X，丁期 に は まだ ヘ ッ セ ン 州 とベ ル リ ン 州で 短期間実現 した に と どま る 。 安定 した赤緑連合政

権 は紛 争第〜皿期 の 1990年以 降，旧西 ドイ ツ の大半の 州で
，

また紛争第N皿期 に は遂 に連邦 の 政権

と して成立 し，脱原子力政策の 政治的基盤 も決定的に拡大 した。

　 しか しなが ら連 合政 治 の 追 求の みが 脱原子力の 唯
一

合理 的な連合形成で あ っ た とは言 えな

い
。 社会的連合と して の 抗議運動 は

， 保守政権に 対 して は 原子 力推進政策に歯止 め をかけ，州

の 赤緑連合に対 して は 頭越 しの 決定を牽制 す る社会的圧力 と して 機能 した と言え る だ ろ う、

　次 に 論 点2，紛争管理 と支配的連合 の 構成 ，
も し くは 脱原子力連合 の 形 成 と の 連 関に つ い て

分析 し て み た い 。立地紛争の 現場 で は当初 ，敷地 占拠 に訴 えよ うとする抗議運動 を各州政府が

警察 力で 封 じ込め ようと し た 。
こ の 傾向は特 に CDU また は CSU が 与党 で ある州 にお い て ， また

バ ーデ ン ・ヴ ュ ル テ ン ベ ル ク州 の 場 合は CDU の 州首相 が強硬派で あ っ た場合 （支配的連合の 特

徴），さらに極左 の K グ ル
ー

プが多 く参加 して い た場合 〔脱原子力連合の 特徴），顕著 に見 られ

た c，ただ しニ ーダーザ ク セ ン 州 首相 は ゴ ア レ ーベ ン の 再処理 ll場立 地問題 に関 して は，専 門家

の ア リ
ー

ナ を設置 して紛争を巧妙 に管理する こ とに も成功 して い る。

　
一方，原子 力推 進 と市民参加 の 拡大 を同時に 追求 しよ うと した SPD とFDP が 与党だ っ た連邦

政府 は手続的対応 を好み ，当初は 「市民対話 1を通 じ た世論形成を図 り，反対運動 が全国化す

る と ア リ ー
ナ の 特設 や政策決定 の 中 央集権化 を試 みた 。 また原発批判派が連邦与党や 労働団体

DGB の 執行部内 に も浸透 して くる と，与党や労組内 の 原子力推進派は ロ ビー活動や デ モ を展開

した 。 さ ら に連邦政府は緑 の 党が 連邦議会初挑戦 で 議会進 出 を果 たせ なか っ た好機 を捉え，立

地手続 の 簡略化に よ っ て 原 発認可 の 再 開を実 現 させ た。 こ れ に対 し
， 連邦政 権が CDU とFDP の

保守 連 合 に 交 代す る と，紛争
．
管理 は事故や 不 祥事 の 発覚に 反応 し た 機 構改革 的対 応が 目立 つ ほ

か
， 赤緑の 州政 府に 対 し て は 原子力施 設 の 認 可 を強制 する権隈を盾に 圧力を加え た 。

こ の よう

に 紛争管理 は 支配 的連合 を椿成す る連邦や 州 の 与党の 政治的傾向に よ っ て ，異 な る ス タ イ ル を

見せ ，また脱原子力連合 の 構成 も紛争管理 の 型 に影響を及 ぼ しうる よ うに見える 。

　次は 論点3 ， 政治過程 が い か な る政 治制度 に規 定された の か に 目を向けて み よ う。 お そ らく

原発発 注を凍結状態 に 追 い 込ん だ最 も直接的な要因は，立地手続や 裁判制度 ， 連邦制に 帰せ ら

れ よ う。 加えて ，使用済核燃料の 処理 処分能力の 確保 を原発建設認可 再開 の 前提 条件とす る法

的原則 も重要 である。さ らに，政 党 へ の 投票を議席に忠実に 反映 する比例代表制を基 本 と し，

候補者選択 の 要素を加味 した旧西 ドイ ツ の 選挙制度は得票率 5 ％ とい う克服不可 能で は な い が

相対的 に 高 い 議席獲得要件 を課 して お り，激 しい 派閥対 立を内包す る緑 の 党 を選挙 で は結束さ

せ，そ の 定着を助 け る制度的誘因に な っ た と言わ れ る 。

　 し か し な が ら
， 制度 の 開放 性 を前提 に して か か る の は 誤 りで あ ろ う。 例 えば 原発 訴訟 も，

1977年 3 月の ヴ ィ
ー

ル や ブ ロ ッ ク ドル フ の 原発 に関する判決 まで は，当面 の 工 事差 し止 め に 至

る例 もほ と ん どなく， 反対派は むしろ世論喚起 と支持拡大の 手段 と して重視 して い た か らで あ

る 。 また核廃棄物処分 能力の 確保 と原発 建設認 ・∫再開 の リ ン ケ
ー

ジ も ， 産業界へ の 牽制 を意図
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した連邦政府の 方針が，こ れ らの 判決 を機 に法的根拠 を与えられ た もの で あ っ た 。 さ ら に 5 ％

の議席獲得要件 を課す選挙制度も緑の 党の 成功まで は新党 の 参入 に抑制的 に働 き，西 ドイ ツ の

政党制 は長年，二党制を基本 と して い た 。 従 っ て ，制度の 相対的な開放性は，運動の 挑戦に よ

っ て 初め て顕在化 した と言 っ た方が正 確で あろ う。

　同様に論点 4 ，促進的事件 の 効果 も自明で は ない
。 第

一
次石油危機前後の 原子力拡大 政策が

ア ク タ
ー

の 配 置 に 及 ぼ した 変化は 両義的，間接的に すぎない 。運動が 全国化 して 慣性 を得た後

は
， 促進的事件が 立地闘争の 活発 な最 中に 起 きた場合，政 治的影響が 大 きか っ た と思 われ る。

こ れ は ゴ ア レ
ーベ ン の 国際評価 会議 の 最 中 に 起 き た 1979年 の ス リ

ー
マ イ ル 島原発事故や

，
ヴ ァ

ッ カ ース ドル フ闘争の 高揚期 に 起 きたチ ュ．ル ノ ブ イリ原発事故に当 て は まる 。こ れ に 対 し，第

二 次石油危機は支配的連合の 側に有利 に働 い た 。

　連邦の保守政権に お い て は，社会 レ ベ ル で はす で に活発 な抗議運動 が定着 し ， 政 治レ ベ ル で

は保守政権に代わ る 選択肢 と して 赤緑連合が形成 され て い たため，原発発注の 停滞で斜陽化 し

て きた原子力産業の 頻発 す る事故や不 祥事の 効果が，
一段 と高 まっ た と考えられ る 。

　最後に ，論点5，連合形成は政策的帰結 とどの 程度連関 して い る と言 える の か に つ い て 述 べ ，

結論 と した い 。ヴ ィ
ール 敷地占拠は そ れ 自体が 促進的事件の よ うな機能を果た し，社会的連合

の モ デ ル とな っ て 全 国に波及 した。そ の 過程で 顕在化 した制度の 開放性は 原 発発注の 凍結を も

た らした が，こ の 凍結状態 も， 連邦与党，特 に SPD の 内部に 原子力批判派が形成 され なけれ ば，

早晩解消 され て い た で あ ろ う．実際 ，第二 次石 汕危機後，SPD 内で 原子 力推進派が 巻き返 し に

転 じ
，　

一
時的な原発認可再開を実現 して い る 。 そ こ で 結成 された緑 の 党 も政 治的連 合 と して は

萌芽的 にす ぎず ，さ ら に 緑 の 党 と SPD 両者の 変化 と歩み 寄 りが 必 要 とな っ た 。
こ の 連合政 治 の

進展 と，持続的 な抗議運動か らの 圧 力が あ っ た た め
， 原発事故や原子 力産業不 祥事 の 政治的効

果が増幅 し，保守政権下 で も結果的に原発発注が再開され ず ，ま た プ ル トニ ウ ム 経済確立 に向

け た重要施設 の 実現 も， 直接 に は経済性を理由 と しな が らも
， そ うした政治的 ・社会的圧力か

ら産業界が 断念せ ざるをえな くな っ た と思 われ る 。

注

（1） ドイ ッ の 事 例 を含 む包 括 的 な比 較政 治 研 究 と して はRUdig，1990；Flam，　i994；　Nelkin　and 　Pollak，1981を，

全 般的 な経過 はHatch，19S6；Hatch．1991 ；Wagner，　t　994を参照。

（2） 第 皿 期 を 前期 と後期 に 分けた の は，か な りの 共通 点 に もか か わ らず，運 動の 急進 化や 紛争管理 の 点で

重 要 な相 違 もあ る か ら で あ る。また 図 1に あ る 政 槍 制度は 政 治過 程を全体 と して 規定する の で ，表 1，

　2 で は 独 立 の 項 目 と は な っ て い ない 。

（3）バ イエ ル ン 州の み の キ リ ス ト教社会同盟 （CSU ｝ は実質的に CDU の 同州支部党 で あ る。
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[I]rajectory and  Dynamies  of  German

        Nuclear  Energy  Politics

HONDA  Hiroshi

       Facuky  of  Law,  Department  of  Politics

            Hokkai-GakuenUniversity

4-1-40 Asahimachi, Toyehira-ku, Sapporo 062-8605, JAPAN

   This article  reconstructs  different phases of  German  nuclear  energy  politics mainly

based on  the  
"'gadvoeacy-coalition''

 framework.  This framework  is particularly suited  for a

longitUdinal and  comprehensive  analysis  of  changes  in a  specific  policy subsystem.  In con-

clusion,  the  site  occupation  of  nuclear  plants in the  village  ofWyhl  in 1975 was  in itself an

epoch-making  event,  and  made  anti-nuclear  local oppositions  into a  nationwide  social  coali-

tion. In this process  of  coalition  formation, the effect  of  the potentially open  institutional

structures  ofvarious  political arenas  manifested  itself, This led to a  de facto moratorium

on  nuclear  power  plant licensing, and  to the formation of  an  anti-nuclear  minority  group

within  the  then-governing  Social Democratic  Party (iSPD). But  the second  oil crisis

allowed  the pro-nuclear  dominant  coalition  to reassert  itsele and  this enabled  the  govem-

ment  to license the  last three of  the West German  nuclear  plants. For the  formation ofa

viable  political coalition,  the  anti-nuclear  movement  needed  to form policy alternatives,  to

fbund t.he Green  party, and  finally, to. promote  coalition  politics of  the  latYer with  the  SPD,

now  becoming  increasingly critical  about  nuclear  energy.  Paradoxically, the conservative

federal government  (i1982-1998), though  decidedly pro-nuelear, was  unable  to license new

nuclear  plants or  to establish  plutonium  economy.  This outcome  can  be explained  by a

number  of  nuclear  accidents  and  scandals,  impact of  which  was  enhanced  by the presence

of  Red-Green coalitions  at  the state  level and  the  active  protest mobilization  around  the

planned  sites  of  nuelear  facilities.

Kbywords: anti-nuclear  movement,  nuclear  energy  potiqJ,, potitical proeess, advocacy-coali-

         tion, confliet  manugement

(Received February  9, 2002 ; Accepted cJune 21, 2002)

119


